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2016 年熊本地震の本震発生後 3 日間に取得された航空機オルソ画像を用いて目視判読により建物被害を

4 段階に区分するとともに，国土画像情報との対比により建物の建築年代を 2 段階に，さらに建物の形状

から木造，非木造の区分を実施し，これらのデータを基盤地図情報と突合することにより，約 30 万棟分

の GIS データを作成した．また，別途実施した地表からの目視による建物被害調査結果との比較を行い，

航空写真を用いた建物被害判読の精度について検証した．さらに，本震により生じた建物被害と計測震度

との関係について考察した． 
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1. はじめに 
 
地震・津波・噴火・風水害・土砂災害等の災害発生直

後に被害状況を迅速に把握する手段として航空機を用い

た上空からの被災画像取得は，広域にわたる被害状況を

俯瞰し，刻々と変化する被害状況を確実に記録する，さ

らに道路閉塞等により現地調査が困難な場所の被害調査

を可能にするという観点から極めて重要であり，過去の

災害においても国土地理院や民間航空測量会社が保有す

る航空機により発災後約数時間～数日間以内で被害画像

を用いた災害調査が実施されてきた． 
地震災害を例にすると 1995 年兵庫県南部地震をはじ

め様々な被害地震において航空機やヘリコプターによる

画像取得がなされており，これらの画像を用いて目視判

読により建物の被害を把握する研究例えば 1),2)3)4)5)が実施さ

れてきた． 
2016 年熊本地震においては消防庁公表資料 6)によると

住家被害全壊 8,671 棟，死者 239 名に達する甚大な被害

が発生した．防災科学技術研究所では戦略的イノベーシ

ョン創造プログラム(SIP)の課題の一つである「レジリエ

ントな防災・減災機能の強化」の中で，災害発生直後に

被害状況を迅速に把握し，各機関の意思決定を支援する

ことを目的として開発中である「リアルタイム被害推

定・状況把握システム」7)の高度化を目的として，熊本



 

 

地震による建物等の被害に関するデータ収集を行ってい

る．一例として，特に被害が甚大であった益城町におい

て門馬ら 8)は，4 月 14 日に発生した M6.5 の前震発生直

後および 4月 16日に発生した M7.3の本震発生直後にそ

れぞれ取得された航空機オルソ画像を用いて，計 3,617
棟の建物を目視判読により被害レベル毎に区分している．

益城町においては前震，本震それぞれで震度７を観測し

ており，このように連続して発生した地震それぞれによ

る被害記録を残すことができる意味でも航空写真画像お

よびそれを用いた被害判読は極めて重要である． 
 
 

2. 目視判読に使用した航空写真画像 
 
本研究においては熊本地震本震による建物被害状況の

把握を目的とし， 4月 16日から 20日にかけて国土地理

院により撮影された航空機オルソ画像 1,228 枚，および

4 月 19 日に株式会社パスコにより撮影された航空機オ

ルソ画像 645枚を取得した．取得した画像は熊本県熊本

市北区・東区・中央区・西区・南区，宇土市，宇城市，

御船町，甲佐町，嘉島町，益城町，西原村，大津町，阿

蘇市，南阿蘇村の各市区町村を覆っている（図-1）．こ

れら垂直撮影画像に加え，一部地域では航空機（4月 19
日撮影），ヘリコプター（4 月 16 日撮影）からの斜め

撮影画像を用いて建物被害の目視判読を実施した．なお，

各航空写真画像の解像度は 20cm，ヘリコプター撮影画

像の解像度は 5cmである． 
 
 
3. 建物被害判読データ作成  

 
本研究で取得した航空写真画像を用いて，岡田・高井

9)により提案されている被害パターンチャートを参考に，

自治体が指定する罹災証明の区分と概ね対応できるよう，

建物 1棟単位の被害レベルを 4つに区分した．具体的に

は，航空写真では被害が確認できなかったものを

LEVEL1（無被害），屋根瓦の一部の落下が確認できた

ものを LEVEL2（被害小，一部損壊相当），建物の外形

の変化はないが壁面が落下，または屋根瓦の大半が落下

しているものを LEVEL3（被害中，半壊相当），建物が

傾斜している，層破壊がみられる，あるいは完全に倒壊

しているものを LEVEL4（被害大，全壊相当）とした

（表-1）．また，屋根にブルーシートがかかっている場

合は，ブルーシートの面積が屋根全体の半分未満なら

LEVEL2，半分以上なら LEVEL3とした．なお，LEVEL4
の基準には建物位置のずれやねじれ等の形状変化が確認

できる場合に加え，株式会社パスコが取得した建物等を

含む標高データである数値表層モデル(DSM)の値が本震

前後で 3m以上低下している場合が含まれる． 

 

 
 

図-1 航空機オルソ画像の取得範囲（メッシュ内） 

 
 



 

 

表-1 航空写真判読による被害区分および相当する被害指標 
 

被害区分 航空写真上の特徴 罹災証明との対応 Damage Grade9) 
LEVEL1 
(無被害) 

被害なし 無被害 D0 

LEVEL2 
(被害小) 

屋根瓦の一部が崩落している 
ブルーシート面積が屋根の半分以下 

一部損壊 D1,D2 

LEVEL3 
(被害中) 

屋根瓦の大部分が崩落している 
ブルーシート面積が屋根の半分以上 

半壊 
 

D3 

LEVEL4 
(被害大) 

建物が傾斜している，ずれ・ねじれが確認できる 
DSM高さが本震前後で3m以上変化 
層破壊もしくは倒壊している 

大規模半壊 
全壊 

D4,D5 

 

 
 

図-2 航空写真を用いた建物被害判読ポイントデータ  

 
 

図-3 建物ポリゴンへの判読結果突合 
 
このような基準により熊本県熊本市北区・東区・中央

区・西区・南区，宇土市，宇城市，御船町，甲佐町，嘉

島町，益城町，西原村，大津町，阿蘇市，南阿蘇村の全

域にわたり航空機オルソ画像を用いた被害判読を行い， 
ArcGIS を用いて画像上の建物中心部にポイントをプロ

ットし，属性データとして建物の被害区分を入力した

(図-2)．  
さらに，これらのポイントデータを用いて国土地理院

が提供する基盤地図情報に含まれる建物ポリゴンとの突

合処理を行い，建物ポリゴンの属性値として被害区分を

追加した(図-3)．ただし，建物ポリゴンの位置に相当す

る建物が航空写真内に存在しない場合には不突合として

被害区分を付与しない．また，１つのポリゴン内に母屋，

付属建物（納屋等）など複数の建物が存在する場合は，

その中で被害が最も大きい建物の被害区分を代表させて

入力した．このような突合処理を熊本県熊本市北区・東

区・中央区・西区・南区，宇土市，宇城市，御船町，甲

佐町，嘉島町，益城町，西原村，大津町，阿蘇市，南阿

蘇村の全域にわたって行い，422,482 棟分のポイントデ

ータのうち約 70%にあたる 294,933 棟分のデータを建物

ポリゴンデータに突合した． 
表-2 に市区町村毎の被害区分別建物棟数および突合数，

突合率を示す．これをみると西原村，南阿蘇村，甲佐町，

宇城市，宇土市では突合率が 50%以下である．これらの

地域において突合率が低くなった原因としては，基盤地

図情報の地図精度が都市部 (1/2,500)と都市部以外

(1/25,000)で異なり，都市部以外のデータに建物１棟単位

で整備されたポリゴンが存在しない場合が多いことが挙

げられる． 
また，被害区分別棟数をみると，LEVEL3 および

LEVEL4 の被害建物が全体に占める割合は益城町，西原

村，嘉島町，御船町，熊本市東区，南阿蘇村等で高いこ

とが分かる（図-4）． 
なお，これらの航空写真判読結果を熊本県が公表して

いる熊本地震による被害状況報告 10)と比較すると，ポリ

ゴンデータ突合率が特に低い西原村，南阿蘇村を除くと

航空写真判読による LEVEL3と LEVEL4の和が罹災証明

上の全壊に近い値になる（表-3）． 

 
 



 

 

表-2 市区町村毎の被害区分別棟数，建物ポリゴンデータ突合数および突合率 
 

市町村名 LEVEL1 LEVEL2 LEVEL3 LEVEL4 突合数 不突合数 合計 突合率 
熊本市 156,983 43,251 5,163 245 205,642 49,409 255,051 80.6% 
北区 34,629 11,145 325 4 46,103 13,225 59,328 77.7% 
東区 34,230 9,224 2,933 139 46,526 9,760 56,286 82.7% 
中央区 32,608 4,359 639 30 37,636 6,950 44,586 84.4% 
西区 22,622 7,476 268 8 30,374 6,869 37,243 81.6% 
南区 32,894 11,047 998 64 45,003 12,605 57,608 78.1% 

宇土市 6,879 3,723 250 0 10,852 11,169 22,021 49.3% 
宇城市 12,194 5,290 266 56 17,806 22,901 40,707 43.7% 
御船町 4,740 2,336 590 27 7,693 5,349 13,042 59.0% 
甲佐町 875 698 87 3 1,663 7,482 9,145 18.2% 
嘉島町 3097 878 379 161 4,515 968 5,483 82.3% 
益城町 9,414 2,518 1,581 1,357 14,870 2,626 17,496 85.0% 
西原村 641 226 106 28 1,001 4,711 5,712 17.5% 
大津町 9,557 2,839 311 20 12,727 4,296 17,023 74.8% 
阿蘇市 13,959 2,476 77 28 16,540 8,493 25,033 66.1% 
南阿蘇村 1,203 317 69 35 1,624 10,145 11,769 13.8% 
合計 219,542 64,552 8,879 1,960 294,933 127,549 422,482 69.8% 

 

 
 

図-4 市区町村毎の各被害区分の割合(%) 
 
 

表-3 熊本地震による被害状況報告（県公表値）10) の 
全壊と航空写真判読LEVEL3+LEVEL4との比較 

 
市町村名 全壊 

（県公表値） 
航空写真判読 

LEVEL3 + LEVEL4 
熊本市 2,454 5,408 
宇土市 132 250 
宇城市 539 322 
御船町 443 617 
甲佐町 105 90 
嘉島町 235 540 
益城町 3,026 2,938 
西原村 513 134 
大津町 150 331 
阿蘇市 118 105 
南阿蘇村 692 104 
合計 8,407 10,839 

 
 

4. 建築年代および構造種別データ作成  

 

本研究では建物の被害区分と建築年代および構造種別

との関係を調べるため，作成時期の異なる 2つの航空写

真画像の比較により建物年代を，また建物の形状により

構造種別をそれぞれ区分し，建物被害判読ポイントデー

タの属性情報として追加した．データ作成範囲は建物被

害区分を作成した地域のうち，LEVEL3 以上の被害建物

の割合が比較的多い熊本市東区，中央区，嘉島町，益城

町，西原村，南阿蘇村の全域である． 
建築年代の区分には国土地理院が公開している「国土

画像情報（第一期：1974～1978 年撮影）」（図-5），お

よび株式会社パスコが 2016年 4月 19日に撮影した航空

機オルソ画像（図-6）を使用した．これらを比較し，国

土画像情報と本震後の画像の両方に建物が存在する場合

は「1978 年以前」の建物とし，国土画像情報になく本



 

 

震後の画像に新しく建物が存在する場合（新築），ある

いは建物の形状や屋根の色に地震被害以外の変化が見ら

れる場合（建て替え）は「1979 年以降」の建物とした．

これらの区分により 1981 年に建築基準法に基づく現行

耐震基準が導入された以降に建設された建物かどうか概

ね判定可能と考えられる． 
また，構造種別の区分には株式会社パスコが 2016 年

4 月 19 日に撮影した航空機オルソ画像を使用し，屋根

形状が切妻，寄棟，入母屋，越屋根など木造住宅の特徴

を表すものを木造とし，屋根がフラットな建物や面積が

大きい建物，あるいは基盤地図情報ポリゴンに「種別＝

堅ろう建物，堅ろう無壁」と記載されている建物を非木

造とした． 
結果，建築年代および構造種別毎の建物棟数の集計

値は表-4 のようになり，嘉島町，益城町，西原村，南阿

蘇村では熊本市内に比べて全建物に占める 1978 年以前

に建設された木造建物の割合が高いことが分かる．また，

建築年代・構造種別データを作成した全地域における被

害区分の割合は図-7 のようになり，非木造に比べ木造で，

また新しい建物に比べて 1978 年以前に建築された建物

でそれぞれ LEVEL2以上の被害の割合が高くなっている

ことが確認できる． 
 

 
 

図-5 国土画像情報(1974～1978年撮影)と建築年代区分 

 
 
図-6 航空機オルソ画像(2016年4月19日撮影)と建築年代区分 

 
表-4 構造種別・建築年代ごとの建物棟数 

 
 木造 

1978年 
以前 

木造 
1979年 
以降 

非木造 
1978年 
以前 

非木造 
1979年
以降 

熊本市 5,990  67,094  1,303  26,485  
 東区 3,254  39,956  567  12,509  
中央区 2,736  27,138  736  13,976  

嘉島町 993  3,133  52  1,305  
益城町 2,734  10,413  194  3,385  
西原村 1,091  3,223  66  1,332  
南阿蘇村 2,392  7,326  147  1,904  
合計 13,200  91,189  1,762  34,411  

 
 
 
 
 

 
 

図-7 建築年代および構造種別毎の各被害区分の割合(%) 
 
 

5. 航空写真判読と現地目視調査の比較 

 
ここで，本研究において取得した航空写真判読の精度

について検証する．著者らは 2016 年熊本地震において

最も甚大な被害をうけた益城町周辺の建物被害について， 
2016 年 5 月 16 日以降，複数回の現地調査を実施してい

る 11)．調査方法については建築の専門家を含む 2～3 名

の調査員による 250m メッシュ内建物全棟の外観目視調

査であり，岡田・高井 9)のパターンチャートを参考に建

物の被害（Damage Grade）を D0～D5 の６段階に区分し

ている．なお木造建物の場合，パターンチャート上で

D1 は「壁面の亀裂および外装材の若干の剥落」，D2 は



 

 

「屋根瓦，壁面のモルタル等の大幅な剥落」，D3 は

「柱・梁・壁の一部が構造的に破壊されているが内部空

間を欠損するような被害は生じていない」あるいは「屋

根瓦が大部分崩落する（特に内部に）」，D4 は「柱・

梁の破壊により内部空間が欠損する」，D5 は「居住空

間が著しく損なわれる，1 階の屋根が接地している」等

の説明がされており，柱・梁・壁等の構造部材のほか屋

根瓦の損傷が判断基準になっている． 
このような基準を元に，益城町役場周辺の 250m メッ

シュ 12 個分（図-8）に相当する地域内において，現地

目視調査による建物被害区分と航空写真判読による被害

区分を，同一の建物ポリゴンデータにそれぞれ入力し，

メッシュ毎の被害区分別集計値を比較した． 
結果，現地調査に基づく各メッシュの建物被害区分

（図-9）および航空写真判読結果に基づく各メッシュの

建物被害区分（図-10）は，本震により出現した地表地

震断層付近のメッシュ（⑧，⑨，⑩，⑪）で全壊棟数が

多い等，同様の傾向を示している．  
 

 
 

図-8 判読結果の比較に使用した 250mメッシュ 

 

 
 

図-9 現地調査に基づく各メッシュの被害区分別棟数 

 
 

図-10 航空写真判読に基づく各メッシュの被害区分別棟数 

  



 

 

さらに被害区分毎にみると，現地調査の D0 を航空写真

判読の LEVEL1に，D1を LEVEL2に， D2と D3の和を

LEVEL3に，D4と D5の和を LEVEL4とみなした場合に

最も対応がよい．ここで，各被害区分を最小二乗法によ

り 1 次関数に近似すると D4と D5 の和と LEVEL4 との

関係において決定係数 R2が最も 1 に近く，相関が高い

（図-11）． 
なお，現地調査においては主に建物の側面側から見た

特徴から判断するため，壁面の剥落や建物の傾き等を重

視して被害区分を判定している．一方，航空写真では上

空からの画像になるため壁面の状態よりも屋根瓦を重視

として被害区分を行うことが適切である．このように視

点が異なることにより現地調査で D2（一部損壊相当）

の建物を航空写真判読では LEVEL3（半壊相当）にカウ

ントしたケースが多く出たものの，全壊相当の被害に関

しては航空写真判読により現地調査に近い精度で建物被

害を区分可能であることが確認できた． 
 

 
図-11 現地調査と航空写真判読における各被害区分毎のメッシュ内棟数の比較

 

 
6. 建物被害率についての検討 

 
本研究では比較的建物被害が大きい熊本市東区，中央

区，嘉島町，益城町，西原村，南阿蘇村の全域において，

被害区分を追加した建物ポリゴンデータを用いて， 
LEVEL3 または LEVEL4 と区分された棟数，および

LEVEL4 と区分された棟数がそれぞれ全棟数に占める割

合を 250mメッシュ毎に計算し，それぞれ LEVEL3+4 被

害率（図-12），LEVEL4 被害率（図-13）とした．なお，

メッシュ内に建物ポリゴンが存在しない場合は被害率を

プロットしていない．各被害率の分布に，白濱ら 12)によ

る地表地震断層の分布を重ねると被害率が 30%以上の領

域が地表地震断層の北側 1km 程度の地域に特に集中し

ていることが分かる． 

 
 

図-12  LEVEL3+4被害率および地表地震断層の分布 

 
 

図-13  LEVEL4被害率および地表地震断層の分布 



 

 

 
また，上記と同一メッシュ毎に「リアルタイム被害推

定システム（J-RISQ地震速報）」で用いられている地震

動推定手法 13)により熊本地震本震における推定震度分布

を計算すると図-14 のようになる．なお，この震度推定

手法の概要は，観測点の計測震度を地表最大速度に変換
14)後，全国版地形・地盤分類 250m メッシュマップ 15)か

ら算出した地盤増幅率 16)を除することで工学的基盤最大

速度を求めた後，逆距離加重法(IDW)を用いて空間補間

を行い，さらに地盤増幅率を乗じて地表最大速度を算出

後，変換式 14)を用いて計測震度に変換するというもので

ある． 

本研究においては，この 250m メッシュ毎の推定計測

震度を用いて計測震度と建物被害率との関係について検

討した．また，対象とする建物種別は，木造（1978 年

以前），木造（1979年以降）の 2種類とした．なお，非

木造建物については本調査範囲においては被害建物棟数

が少ないため除外した．また，建物被害率について検討

する場合，分母となる各区分での総建物数が少ないとデ

ータの信頼性が低くなるため，各種別の建物が 10 棟以

上含まれるメッシュのみを使用した．なお，各種別で使

用したメッシュにおける計測震度の頻度分布は図-15 の

ようになり，いずれの場合においても震度 6強程度のメ

ッシュ数が多い． 
 

 

 
 

図-14  震度観測点および熊本地震本震による 250mメッシュ毎の推定震度の分布 

 

  
 

図-15 被害率算出に使用した各メッシュにおける推定計測震度の頻度分布 

 
 



 

 

メッシュ毎の計測震度と建物被害率の関係の算出に関

しては，既往の研究例えば 17)18)19)20)に倣い，被害率 P と地震

動強さ I との関係を平均μ，標準偏差σを用いて以下の

累積正規分布曲線Φに近似する式(1)を用いてそれぞれ

の建物種別における被害率曲線の構築を試行した． 















 −

Φ=
σ
µIP             (1) 

各建物種別における LEVEL3+4 被害率，LEVEL4 被害

率と計測震度との関係をそれぞれプロットすると図-16
から図-19 のようになる．また，各被害率曲線のμ，σ

を表-5に示す． 

1978 年以前と 1979 年以降の各木造建物における被害

率曲線を比較すると，前者の方が同じ計測震度でもより

高い被害率を示すことがわかる．  

 
表-5 被害率曲線のパラメータ 

 
 被害率 μ σ 

木造(1978年以前) LEVEL3+4 6.725  0.400 
LEVEL4  6.883  0.341 

木造(1979年以降) LEVEL3+4 7.150  0.651  
LEVEL4  7.329 0.514 

 

 
 

図-16  木造建物（1978年以前）におけるLEVEL3+4 
被害率の分布および被害率曲線 

 

 
 

図-17  木造建物（1978年以前）におけるLEVEL4被害率 
の分布および被害率曲線 

 
 

 
 

図-18  木造建物（1979年以降）におけるLEVEL3+4 
被害率の分布および被害率曲線 

 

 
 

図-19  木造建物（1979年以降）におけるLEVEL4被害率 
の分布および被害率曲線 

 
 

 



 

 

また，今回構築した木造建物における LEVEL3＋4 被

害率曲線を罹災証明における全壊と仮定し，計測震度に

対する木造建物の全壊率の被害曲線に関する既往の研究
19)20)と比較すると，旧耐震基準に相当する建物において

は図-20，新耐震基準に相当する建物においては図-21 の

ようになる．ただし山口・山崎 19)は兵庫県南部地震にお

ける西宮市による固定資産台帳に基づく被災度調査結果

を使用しており，翠川ら 20)は 2003年から 2008年に発生

した 7つの被害地震で計測震度 5強以上を観測した震度

計半径 200m（一部 500m）圏内における市町村による罹

災調査結果を用いており，いずれも本研究とはデータの

作成手順が大きく異なるため単純な比較はできないが，

旧基準・新基準いずれにおいても既往の研究よりも被害

曲線の立ち上がりがゆるやかで，被害率が低めに出る傾

向がみられた．これは本研究においては震度 7のメッシ

ュ数が少ないことに加え，熊本地震においては益城町等

で震度観測点の近傍地域における建物被害率や周期特性

に局所的な差がみられる例えば21)22)23)等の要因が影響してい

ると考えられる．今後はデータを精査するとともに，地

震動強さや周期特性のばらつきを考慮し，より精度の高

い被害率曲線作成について検討したい． 

 

 
 

図-20  木造旧耐震基準における全壊率の被害曲線の比較 
 

 
 

図-21 木造新耐震基準における全壊率の被害曲線の比較 

 

7 まとめ 

 
2016 年熊本地震本震発生直後に取得された航空写真

を用いて広域にわたる建物被害を目視判読により建物被

害を 4段階に区分した GISデータを作成した．被害が大

きい地域においてはさらに建築年代の新旧と木造・非木

造の区分を行った． 
また航空写真判読による建物被害区分を現地外観目視

による被害区分と比較した結果，特に被害が大きい建物

の区分に関して高い精度で一致することが分かった． 
さらに木造建物の新旧や被害程度別の被害率曲線を作

成し，既往の研究との比較を行った． 
 
 
謝辞：本研究は総合科学技術・イノベーション会議の

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム)「レジリエ
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THE INVESTIGATION OF BUILDING DAMAGES CAUSED BY THE 2016 
KUMAMOTO EARTHQUAKE UTILIZING AERIAL PHOTOGRAPHIC 

INTERPRETATION 
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Hiroyuki SHIMOMURA and Tetsuya YAMADA 

 
By utilizing  ortho images of aerial photographs taken within 3 days after the mainshock of the 2016 

Kumamoto earthquake,  we have classified the damage of buildings into 4 damage levels. Then we have 
separated the age of buildings by comparing with the National Land Image Information, and divided into 
wooden and non-wooden buildings with each shapes of buildings. And that, we have developed approxi-
mately 300,000 GIS data by checking up with the Fundamental Geospatial Data. In addition, we have 
verified accuracy of these aerial photographic interpretation data with visual judgment data by field inves-
tigations. Furthemore, we have developed the vulnerability functions regarding the relationship between 
Seismic intensity and  building damage ratio with aerial photographic interpretation of the 2016 Kuma-
moto earthquake. 


